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衆国）

7.7.1　学習目的
災害・健康危機管理研究 (Health EDRM) の実施における重要な検討事項を理解し、
以下のことができるようになる。

1. 災害・健康危機管理研究を実施することの主な目的を説明することができる。
2. 研究テーマの選択を左右するさまざまな要素、およびその研究テーマがもつべき

特徴について説明することができる。
3. 災害リスクに関する体系的アプローチと、生物学的リスクに伴う健康問題への生

態的アプローチの違いについて議論することができる。
4. セオリー・オブ・チェンジ (Theory of Change、用語集参照 ) とエビデンス基盤

型研究戦略の重要性、そしてこれらがなぜ災害・健康危機管理の研究を補完す
るのかについて説明できる。 

7.7.2　序論
本書全般で説明しているように健康、リスク、災害の概念は複雑であり、災害・健康
危機管理研究を実施することで、独特で多様なチャンスに巡り合うこととなる。災害・
健康危機管理研究の主な目的は、災害リスクにさらされている人々およびコミュニ
ティ、あるいは実際に危機や災害の最中、あるいは被災後の人々とコミュニティの健
康状態および健康の公平性を促進、復活、維持するために活用できる質の高い知識 
を生み出すことである。

本章は何を (What?)、どのように (How?)、どこで (Where?)、いつ (When?)、誰が 
(Who?) という5 つの問いを軸として構成されている。どの問いもフィールド研究実施
において重要であり、それぞれが本書の他の章で詳しく説明している課題を取り上げて
いる。What? とは研究テーマの選択を指し（第 3 章）、どのようにHow? とは採用する
アプローチもしくは戦略、または手法や技術を指し（第 4 章）、Where? とは研究の地
理的特性と研究がカバーする地域を指し、When? は研究が対象とする時間、Who? は
ターゲットとする読者、研究チーム、その他の研究における直接的または間接的な関係
者は誰なのかを明らかにすることである。 
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7.7.3　研究テーマ：何を (what?)
取り上げる研究テーマの選択は好奇心、ヘルスニーズ、リサーチギャップ、創出され
る利益や機会などによって左右される。実行可能 (feasible) で興味深く (interesting)、
新しく (novel)、倫理的 (ethical) で、関連性 (relevant) のある研究テーマを選択しな
くてはならない (1)。研究テーマを選択するということは、何を研究するか (what to 
investigate) という問いに答えるということである。図 7.7.1 は考えられる研究テーマ
を視覚化したもので、生物学的ハザードに関連する健康リスクへの生態学的アプロー
チ (ecological approach) と体系的アプローチ (systemic approach) とをハザード 
(hazard)、脆弱性 (vulnerability)、リスク (risk) の観点から比較する。

図 7.7.1. 　生物学的ハザードへの生態学的アプローチ (2)。

健康の決定要因 (health determinants)

社会的・経済的環境 (social and economic environment)： 
教育 (education)、保健医療サービス (health services)、家族・
友人・コミュニティからの支援 (support from families, 
friends and communities) など社会的支援ネットワーク 
(social support network)、文化 (culture)、慣習 (customs)、
伝統 (traditions) や信条 (beliefs)、収入 (income)、社会的地
位 (social status) 

物理的環境 (physical environment)：水と大気の質 
(quality of water and air)、健全な職場環境 (healthy 
workplaces)、安全な住居・コミュニティ・道路 (safe 
houses, communities and roads)、雇用および労働条件 
(employment and working conditions) 

それぞれの個人的な特徴 (personʼ s individual character-
istics)：行動 (behaviours)、遺伝的な性質 (genetics)、対応
スキル (coping skills) 

曝露 (exposure)： 宿主要因 (host factors)、
環境要因 (environmental factors)、伝播 
(transmission)、感染源 (reservoirs)、媒介動
物 (vectors) 

弱さ (Fragility)：集団の特徴 (population 
characteristics) と地域社会のインフラ 
(population infrastructure) 

レジリエンス (resilience)： 医療制度 
(health care systems) と公衆衛生 (public 
health) 

曝露 (exposure)： ハザードの物理的特徴 
(physical characteristics of the hazard)、対象
集団、アセット、システムへの近さ (its 
proximity to populations, assets, and systems of 
interest) 

弱さ・感受性 (fragility-susceptibility)：
ハザードにさらされた要素の内部特徴 
(internal features of the elements exposed to the 
hazard) 

レジリエンス (resilience)：集団 (popula-
tions)、資産 (assets)、システム (systems) の、
影響 (impact) やストレス (stress) に対する抵
抗力  (resist)、吸収力 (absorb)、対応力 
(respond)、速やかな回復力 (recover promptly) 
などの特性

感染性 (infectivity)、病原性 (pathogenicity)、
毒性 (virulence)、再生産数 (reproductive 
number, R0)、感染量 (infectious dose)、宿主
外での生存 (survival outside host) 

強度 (intensity)、規模 (magnitude)、確率 
(probability)、頻度 (frequency)、周期 (return 
period)、期間 (duration)、地理的範囲 
(geographical extent) 

生物学的ハザードへの
生態学的アプローチ
(ecological approach to biological hazards) 

自然・環境ハザードへの
体系的アプローチ
(systemic approach to natural and 
environmental hazards) 

ハザード
(H) 

リスク 
R=ƒ(H,V)

脆弱性
(V) 

根本的なリスク原因 (underlying risk causes) 

経済発展の格差 (unequal economic development)、管理が
行き届かない都市開発と生態系 (poorly managed urban 
development and ecosystems)、貧困と不平等 (poverty and 
inequality)、弱い住民参加 (weak participatory governance)、
脆弱な執行力 (weak enforcement)、地域対応能力の欠如 
(insu�cient local capacities)、不十分で不適切な政策およ
び資源 (inadequate and inappropriate policies and 
resources)、紛争 (con�icts)、気候変動 (climate change and 
variability) とその変化
最後に、落ち込んだ状況をさらに悪化させる 2 つの大
きな要因として不法行為 (informality) と不正行為 
(corruption) も含めなくてはならない。

この図式は 2つのアプローチの共通点 (convergences) と異なる点 (specificities) を
浮き彫りにし、災害・健康危機管理研究で取り上げる研究テーマ (topics)、関係性 
(relationships)、要素 (factors)、文脈 (contexts) を選択する際に優れた分析枠組み 
(analysis framework) となりうる。
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7.7.4　アプローチや戦略：どのように (how?)  
解決すべき問題への取り組みを促すアプローチとして代表的なものがセオリー・オブ・
チェンジ (Theory of Change)（4.10 章）と、エビデンス基盤型研究戦略（3.6 章）の
2 つである。セオリー・オブ・チェンジとは、社会変革の介入 (social change 
interventions) を計画および評価するためのアプローチであり、介入とそのアウトカム
の関連性にとどまらず、因果関係 (causation)、状況 (context)、仮定 (assumptions) 
に関する知識の獲得を模索するものである (3)。セオリー・オブ・チェンジは、問題を
目標と結びつけることを可能にし、目標までの経路の特定、変化の領域 (domains of 
change)、評価対象を定義するための基本要素、主要情報への焦点、最優先で本当
に知るべきことは何でありなぜなのかを明らかにすることができる。

エビデンス基盤型研究戦略とは、過去の研究を体系的に取り入れることで、新たな研究
が有効性 (effectiveness)、効率性 (efficiency)、アクセス可能性 (accessibility)、持続
可能性 (sustainability) を明らかにすることができるものである (4)。Sarmiento (5) は、
エビデンス基盤型研究戦略をデザインする 7つの段階を明らかにしている。

i. 適切な介入を特定する 

ii. 評価するための問いを策定する 

iii. エビデンスの情報源を選択して検索戦略を立てる
iv. エビデンスを評価してギャップを特定する 

v. 評価デザインを構築し実施する 

vi. エビデンスを適用する 

vii. エビデンスの適用を評価する 

事例 7.7.1 は WHO がエビデンス基盤型研究戦略を用いて、公衆衛生上の危機に関
するリスクコミュニケーションの最新ガイドラインを策定したケースについて説明した
ものである。
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事例 7.7.1  
公衆衛生上の緊急事態におけるリスクコミュニケーション：緊急時のリスクコミュニ
ケーション方針および実践におけるWHOガイドライン 

2014 年～ 2016 年の西アフリカでのエボラウイルス感染症流行や 2015 年～ 2016
年のジカウイルス感染症候群発生など近年の公衆衛生上の緊急事態 (public health 
emergencies) によって、感染症流行 (epidemics) や他の健康危機 (health 
emergencies) においてリスクがどのように伝わるかの大きな課題とギャップが浮き
彫りになった。課題としては、通信技術の急速な変化、デジタルメディアの普及とそ
の拡大する影響力と新聞、ラジオ、テレビなどの従来メディアへの影響などであり、
これが保健医療情報へのアクセス方法および信頼性の変化につながっている。現存
するギャップは、文脈の懸念事項、すなわち社会的、経済的、政治的、文化的な因
子が、人々のリスクに対する認識 (people's perception of risk) およびリスク軽減行
動 (risk-reduction behaviours) をどう左右するのかということである。 

危機リスクコミュニケーション分野ではすでに原則論 (principles)、好実践例 (good 
practices)、訓練研修 (training) が構築されていたが、それまで WHO はこの領域
でエビデンス基盤型包括的ガイダンスを策定していなかった。そこで WHO は 2015
年に、危機 (crises)、緊急事態 (emergencies)、災害 (disasters) におけるリスクコ
ミュニケーションをどのように実践したらよいかに関するエビデンス基盤型包括的ガ
イダンスを策定した (6)。このガイダンスは、緊急時のリスクコミュニケーション能力
を強化し、今後の健康危機に向けて能力を維持するための最善のアプローチも提示
している。

ガイドライン策定に先立ち、信頼とコミュニティの参加、緊急時のリスクコミュニケー
ションの健康危機対応システムへの統合、緊急時のリスクコミュニケーションの実践 
における12のリサーチクエスチョンが定義された。これらのリサーチクエスチョンは、
SPICE 枠組（用語集参照）（Setting（設定）、Perspective（視点）、phenomenon 
of Interest（対象とする現象）、Comparison（比較）、Evaluation of impact（影
響の評価））を利用してその後の文献検索のために構築されたもので、異なる機関が
システマティックレビューを実施する際の指針として活用された。

「セオリー・オブ・チェンジ」と「エビデンス基盤型研究戦略」の 2 種類のアプローチ
は相容れないものではない。特に複数の介入の有効性 (effectiveness)、効率性 
(efficiency)、持続可能性 (sustainability) を評価する必要がある場合には、お互いに
補完し合うことができる。災害・健康危機管理に関する研究では、場合によってよりプ
ロセスを重視した短期的な結果が求められることがあり、そのような場合、研究者や
関係者はケーススタディ (case studies)、教訓 (lessons learned)、好実践例 (good 
practices) などの方法を利用することがよくある。こうした方法を用いた研究では分析
に一定の限界があるため、せいぜい説明的なものにとどまり、理論、方針決定、また
は因果関係分析のレベルに達することはほぼない (7)。

保健医療におけるケーススタディにはさまざまなアプローチがあり、災害・健康危機管
理では幅広く利用されている。実際に数多くの研究が学術界、各機関、実務者の間で
重要な参照情報となっている。ケーススタディとは研究戦略 (research strategy) の 1
つであり、現実の文脈の中で発生するある現象を調べる経験的調査 (empirical 
inquiry) である。ケーススタディには説明的 (illustrative)、探索的 (exploratory)、累
積的 (cumulative)、批評的 (critical) の 4 つの類型がある。説明的ケーススタディ 
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(illustrative case study) は記述的で特定の状況を抽出するものと考えられている。探
索的ケーススタディ (exploratory case studies) は複雑な研究のリサーチクエスチョ
ンや手法を特定するために用いられる。累積的ケーススタディ (cumulative case 
studies) は特定のテーマに関してすでに完了したケーススタディを集めるもの 
(compilation of case studies) である。そして批評的ケーススタディ (case studies of 
critical cases) は単一のイベントまたは課題で何が起きたのかを理解するために用い
られる (8)。

教訓 (lessons learned) 

教訓とは経験またはプロセスの振り返りによって獲得できる知識や理解と定義するこ
とができる。こうした経験やプロセスにはプラスなものもマイナスなものもある。以下
の条件を満たすものが関連性のある有益な教訓とされる。 

 – 業務またはプロセスに影響を及ぼす可能性があるので、適用可能であること。 

 – 事実に基づいているので、確かであること。 

 – 失敗を無くす、あるいは減らす、またはプラスのアウトカムを促進するプロセス
や意志決定を明らかにするので、意義があること。 

教訓は次のような点に貢献することができる。(i) 功に導く要因を特定する（有効性、
効率性、持続可能性）、(ii) 政策、戦略、プログラム、プロジェクト、プロセス、手法、
技術におけるギャップ、すなわち弱点を特定する、(iii) 新たな行動方針を通じて問題
を特定し解決する、(iv) 意志決定を改善し、他の介入のモデルとなる。

事例 7.7.2 は、2010 年にハイチで発生した地震後の保健医療対応での教訓の応用法
である。

事例 7.7.2  
2010 年 1 月ハイチ地震への保健医療対応：次の大規模突発災害に向けて学ばれな
かった教訓 

2010 年 1 月ハイチで地震が発生したことを受け、WHO の米州地域事務局 (PAHO) 
は地震が健康に及ぼした影響と国内外からの保健医療分野での支援活動の有効性
に関する報告書を作成した (9)。マグニチュード 7.0を記録したこの地震の影響は甚
大であり、22 万人以上が死亡、30 万人以上が負傷し、避難所での生活を余儀なく
された人は 130 万人に上った。こうした壊滅的な被害は社会経済的な因子と地震動
の因子 (socioeconomic and seismic factors) の両方の結果である。ハイチの住
宅・建物の脆弱性に加え、震源は浅く、発生場所が国内で最も重要な都心部に近い
ところであった。西部および南東部の農村地域も大きな被害を受けた。

報告書には、海外からの支援が到着する前に、ハイチ国民自身が対応を迅速、かつ
効果的に行い、多くの命を救ったことが記されている。しかし、首都が壊滅的被害を
受け、政府の職員や施設に影響が及んだことで国内の対応能力は著しく制限されて
いた。国際社会は素早く連携して対応に乗り出し、従来の資金援助国だけでなく、中
南米・カリブ海地域のほぼすべての国がこれに加わった。しかし残念なことに、この
対応はそれまでの災害発生時と同様のカオス状態であった。情報は不十分で、エビ
デンスに基づいていないその場しのぎの判断がなされ、セクター間連携は著しく欠如
していた。過去の災害・健康危機発生時に生じた問題が、ハイチでは繰り返され、
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あまつさえ増幅された。人道支援コミュニティは教訓を実践に活かすことができな
かった。この報告書のサブタイトルが「Lessons to be learned for the next massive 
sudden-onset disaster（次の大規模突発災害に向けて学ばれなかった教訓）」とさ
れているのはそのためである。

 
好実践例 (good practice) 

好実践例とは、問題を解決または問題に取り組むための効率的な解決策と定義するこ
とができる。幅広い活用を通じてさまざまな文脈でプラスのアウトカムを生み出してお
り、評価によって有効性が裏付けられている手法である。つまり、以下に当てはまるも
のが好実践例 "good practice"と言える。 

 – 実証された効果にもとづいて実践されている。 

 – 異なる文脈においても再現および適用でき、同様の結果を出すことができる。

 – 期待された目標を達成または上回っており、期待された成果を出している。

 – 長期的に持続可能である。

7.7.5　地理的特性、地域の規模、対象地域：どこで 
(where?)  
災害・健康危機管理に関するフィールド研究の計画で必ず検討すべき点は、対象とな
る地域の地理的特性および範囲である。地域と保健医療は本質的に結びついている。
空間的文脈は環境リスクの形を左右し、他の健康への効果にも影響する。社会環境、
人工的環境、および自然環境は、健康とウェルビーングに影響し、保健医療の研究結
果に直接関係する。保健医療研究で利用する地理的な特性、規模、範囲は、利用可
能な資源と直接関係しており、期待される特異性と詳しさを持っていなくてはならな
い。

チリの地域社会における潜在的リスク因子 (underlying risk factors) を取り上げた研
究 (10) では、特に災害リスクに焦点をあて、リスク因子と健康の社会的決定要因
(social determinants of health) に関する研究種類のあり方（3.2 章）を説明してい
る。この研究は 60 の地方自治体 （チリの全自治体の 20％）を対象としたもので、4
カテゴリー 41 種類の調査項目を採用した：4 つのカテゴリーはガバナンス、地域計
画、社会経済的・人口学的条件、気候変動と天然資源である。研究では多基準の統
計処理手法を用いて、脆弱性を形成する特徴、地域レベルでの効果的な災害リスク管
理を促す特徴などを特定した。このような研究は、個人およびコミュニティの脆弱性形
成に影響する決定的な要素として、さまざまな規模の地域の物理的な特性とともに、貧
困やガバナンスなどの定性的特徴を同定し、測定することの重要性を明らかにしてい
る。

7.7.6　時間的要素の検討：いつ (when?)  
横断的研究は (cross-sectional studies)、火山の大規模噴火に曝露された人々の健
康影響の調査などの、ある一時点での状況または状態を分析するものであり、一方、
縦断的研究 (longitudinal studies) やコホート研究 (cohort studies) は、長年にわ
たって火山活動の影響を受けている母集団の健康状態の推移に関する調査などの、同
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じ参加者を長期間にわたり調査する研究手法である。保健医療研究におけるその他の
時間的因子は、危機・災害管理の異なる時相、すなわち、有害事象 (adverse event) 
の発生前、発生中、発生後のそれぞれに関連する特性に対応する場合に重要になる。
また、前向きなリスク管理 (prospective risk management) に関する研究では時間が
特に大切な意味を持つ。こうした研究では確率的モデリング（stochastic modelling、
用語集参照）を用いて統計値や過去の記録の有無に関わらず起こりうる将来のシナリ
オ（例として未知の細菌による感染症の流行、技術的事故、サイバー攻撃など）を検
討するからである。

また、頻度はやや少ないが、後ろ向き研究（retrospective study、用語集参照）も
時間に関する要素である。後ろ向き研究とは、研究開始時に設定したアウトカムに関
連する疑わしいリスクへの曝露または保護要素を、過去へ後ろ向きに研究するもので
ある（例として、噴火で火山灰に曝露したことに起因する急性健康影響に関する後ろ
向き研究など）。

7.7.7　研究のステークホルダー：誰が (who?)  
研究のステークホルダーとは、研究のデザインおよび実践に関係する可能性のある
人々および機関などを指し、想定される読者や説明相手、研究チーム、パートナー、
業務提携する人や機関などである。

災害・健康危機管理における研究は、学際的グループ、 およびさまざまな研究グルー
プのアライアンスにつながるシナリオが必要となる。WHO によると (1)、保健医療研
究には従来次の 3 つの科学分野が関係する。 

 – 生物医科学 (biomedical sciences) （生物学的研究、医学的・臨床的研究、お
よび生物医学製品の創出など） 

 – 集団科学 (population sciences) （疫学 (epidemiology)、人口統計学 (demog-
raphy)、社会行動学 (social and behavioural science) など） 

 – 保健医療政策科学 (health policy sciences) （保健医療政策 (health policy)、保
健医療制度と業務 (health systems and services)、集団の健康 (population) 
に関する研究など）

災害・健康危機管理には、保健医療以外の科学、とくに自然ハザード (natural 
hazards)：地球科学 (earth sciences) （地質学 (geology)、気象学 (meteorology)、
海洋学 (oceanography)、天文学 (astronomy) など）に関連する科学が重要な役割
を持っている。研究範囲は、生物医学研究 (biomedical research)、疫学研究 
(epidemiological studies)、医療業務研究 (health services research)、認知行動研
究 (perception and behaviour studies)、コミュニティアセスメント (community 
assessments)、そのほか、健康に直接影響する社会的、文化的、環境的、経済的な
リスク因子に至るまで多岐にわたる。

事例 7.7.3 は、気候の変化 (climate variability)、および気候変動 (climate change) 
が人の健康に及ぼす影響に関する研究である (11)。研究が実務および政策に影響す
る様子が明らかになっている。
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事例 7.7.3  
米国における気候変動が人々の健康に及ぼす影響 (11)  

この大規模研究は、米国の 8つの連邦機関の職員、請負業者、関係機関からなる 100
名以上の専門家による学際的チームによって実現したものである。米国科学アカデ
ミー、工学アカデミー、医学アカデミーの特別委員会を含む、政府内外の公共および
科学分野の専門家が厳格な査読を行った。 

気候変動がすでに人々の健康に及ぼしている影響、および今後生じる可能性のある変
化について研究した。研究目的は、米国内で観察あるいは予測される気候変動に伴う
健康への影響について、包括的な、エビデンス基盤型の、可能であれば量的な推計 
であった。 

この報告書は、かえって健康影響の脆弱性を、作り出し、変化させ、悪化させるような、
適応能力の役割を報告している科学論文のアセスメントをしている。さらに、気候変動
が人の健康に与える影響を予測するため、温室効果ガスの排出経路や適応能力につい
て一定の説明ができるモデルパラメーターを採用する分析を引用している。こうした影
響に関する科学的評価が、気候変動を理解し、予測し、対応するために必要な統合型
の知識ベースの構築につながっており、さらに軽減策・適応策に関する政策決定または
その他の公衆衛生分野での戦略に役立つ可能性がある。

この研究によれば、気候変動は続いており、今後は人々の健康へのリスクが増大し、
既存の健康ハザードが悪化し、人への曝露の増大、過剰な暑さ、異常気象事象の頻
発・深刻化・長期化、大気の質の悪化、食品由来・水由来・媒介動物由来の感染症 
(foodborne, waterborne, and vector-borne diseases) などの新たな公衆衛生上の課
題が持ち上がるという。子ども、高齢者、屋外労働者、恵まれないコミュニティで暮ら
す人々など、特定の人々は、今後さらに脆弱性が増すと懸念している。

この報告書は公衆衛生の当局者および、ヘルスセクターの専門家だけを対象としてい
るものではなく、都市計画に携わる人々、災害リスク・緊急事態管理者、政策決定者、
さらに気候変動が健康に及ぼすリスクをよりよく理解しようとする政府内外の人々に情
報を届けようとしている。

7.7.8　結論
災害・健康危機管理研究では概して、学際的アプローチを採用して自然、社会、健
康科学を統合し、健康に影響を及ぼすできるだけ多くの直接的・間接的要因に注目し
なくてはならない。既存の枠組みおよび理論を指針として、研究構想を予測し、理解
し、形成し、フィールド研究の正式なデザインおよび構築を行う。特に研究の計画段
階で 5 つの問い（what? 何を、how?どのように、where? どこで、when? いつ、
who? 誰が）に答えることが有効である。どの研究アプローチを用いて実施するか ( は
さまざまな条件に左右される。地域のリスクおよび健康要因、利用できるリソース、適
用可能性、割り当てられた時間などである。研究実施後にどのような形（論文出版、
政策概要 (policy briefs)、研究コミュニティへの還元など）で公表するかを検討してお
くことも重要になる。 
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7.7.9　キーメッセージ
 o 災害・健康危機管理研究の主な目的は、災害リスクにさらされている人々および

コミュニティ、あるいは実際に危機や災害の最中、あるいは被災後の人々とコミュ
ニティの健康状態および健康の公平性を促進、復活、維持するために活用できる
質の高い知識を生み出すことである。

 o 災害・健康危機管理研究には学際的な視点が不可欠である。

 o 健康への生態学的アプローチと災害リスクへの体系的アプローチによって、災害・
健康危機管理研究の可能性が拡大する。

 o セオリー・オブ・チェンジと、エビデンス基盤型研究戦略は互いに補い合うもの
であり、特に複数の介入の有効性、効率性、持続可能性を評価する必要がある
場合にはそれが顕著である。
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